
 資料 0 

一般社団法人 防災学術連携体 

2026年度総会・議事次第 

 

日時：2026年 7月 29日（水）15時 00分～17時 00分（意見交換会を含む） 

場所：オンライン開催（Zoomによる）、防災学術連携体事務局（A-Forum） 

 

■議事次第 

１． 開会の辞 

２． 議長選出 

３． 議事 

第 1号議案：2025年度貸借対照表及び正味財産増減計算書について 

第 2号議案：2026年度事業計画について 

第 3号議案：2026年度収支予算について 

第 4号議案：理事及び監事の選任について 

(休憩 5分間) 

４． その他 

・2026年度幹事および担当学協会の紹介 

・新規会員の紹介 

・市民への防災に関わるメッセージの発信について 

・第 8回「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」について 

・防災推進国民大会（ぼうさいこくたい 2026）参加計画説明 

・防災学術連携体シンポジウム「令和 6年能登半島地震・奥能登豪雨の災害を熟考する

(仮)」について 

・防災科学の基礎講座「地学を知り、災害に備える」シリーズについて 

・WEB研究会について(報告・案内) 

・防災連携委員の名簿管理と更新について 

・その他 

 

■配付資料 

資料 1－1 2025年度事業報告（報告事項） 

資料 1－2 第 1号議案その 1 2025年度貸借対照表 

資料 1－3 第 1号議案その 2 2025年度正味財産増減計算書 
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資料 1－4 監査報告書 

資料 2 第 2号議案 2026年度事業計画案 

資料 3 第 3号議案 2026年度収支予算案 

資料 4 第 4号議案 理事・監事の候補者 

資料 5 2026～2027年度 幹事および担当学協会 

資料 6 新規入会者 

資料 7 市民への防災に関わるメッセージ 

資料 8 第 8回「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」チラシ 

資料 9 ぼうさいこくたい 2026シンポジウム企画 

資料 10 防災学術連携体シンポジウム企画案 

資料 11 防災科学の基礎講座「地学を知り、災害に備える」シリーズ企画案 

資料 12 WEB研究会について 

資料 13 防災連携委員の名簿管理と更新について 

 

以上 
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資料 1－1 

 

一般社団法人 防災学術連携体 

2025年度 事業報告 

自  2025年 7月 1日 

至 2026年 6月 30日 

 

防災学術連携体は、2016 年の設立から 10 年が経過した。この間、活発に活動を進め充実

させてきた。2025 年度は防災学術連携体 10 周年シンポジウムの開催を初め、会員間の情報

交換や対外的なメッセージの発出、情報発信など、2025年度の事業計画に沿った活動を積極

的に進め、防災に向けた学術連携活動を推進してきた。 

ここでは、2025 年度に実施した事業について、（一社）防災学術連携体定款第 4 条（事業）

の各事項に沿って、以下にその内容を報告する。 

 

(１)シンポジウムの開催等の防災に関する普及活動 

1) 第 20 回防災学術連携シンポジウムの開催 

「防災推進国民大会 2025」（主催：内閣府、防災推進協議会、防災推進国民会議）に参 

加し、防災・減災に関連するシンポジウムを開催した。 

主催：日本学術会議 防災減災学術連携委員会・防災学術連携体（63 学協会） 

日時：2025年 9 月 7 日（日）10 時 30 分～12 時 

会場：Zoomウェビナーによるオンライン開催 

テーマ：「複合災害に立ち向かう防災の知恵 －新潟と能登の経験から－」 

視聴申込者 787 名（同時視聴者最大 350 名） 

2) 防災学術連携体シンポジウムの開催（防災学術連携体 10 周年記念シンポジウム） 

防災学術連携体設立 10 年の節目にあたり、学協会の連携活動の成果と課題を振り返る

とともに、設立の基本に立ち返って、地球環境や人間社会の変容とともに自然災害が変

化する中で、防災研究はどうあるべきか、今後の学協会の連携に期待される役割は何か

を議論した。 

日時：2026年 1 月 9 日（金）10 時 30 分～18時 30 分 

会場：Zoomウェビナーによるオンライン開催＋Youtube配信 

テーマ：「63 学協会連携の軌跡と防災研究のあり方」 

参加者：Zoom Webinar：862 名、YouTube 視聴：2022 回（終了時点のアクセス回数） 

3) 第 21 回防災学術連携シンポジウムの開催企画の立案 

防災推進国民大会 2026（主催：内閣府、防災推進協議会、防災推進国民会議）にて、

防災・減災に関係するシンポジウムを開催する計画を立て、出展の申し込みをした。テ

ーマは「地域における災害対応力をどう高めるか」。 

日時：2026年 10 月 17日（土）、あるいは 10 月 18 日（日） 

会場：Zoomウェビナーによるオンライン開催＋YouTube配信 

4) 速報会「2025 年夏（秋）の気象災害 要因と対策」の開催 
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日時：2025年 9 月 22 日（月）13 時 00 分～14時 45 分 

会場：Zoomウェビナーによるオンライン開催＋Youtube配信 

参加者：Zoom Webinar：303 名、YouTube 視聴：同時視聴者 474 名（アクセス回数 981） 

5) 市民への防災に関わるメッセージの発信 

以下の市民向けメッセージを、報道関係者に対して発表し、地球温暖化の影響を訴

え、気象災害への備えを市民に向けて呼びかけた。また一般の方々にも直接発信した。 

2026 年 6 月 29 日（月）：「危険さを増す地球温暖化、夏秋の気象災害に備えましょう」 

Zoomウェビナーによるメッセージ発表には報道関係者 15名が参加、ウェビナー視聴は 275

名。 

6) 防災に関わる科学に関する情報発信 

防災学術連携体のシンポジウム等における講演の動画について、広く閲覧されるよう

に、講演者の協力により YouTube で公開した。 

また、地学を通して、災害をもたらす自然現象を理解し、自然災害と防災について考

えるための基礎講座開催について、検討を進めた。 

 

(２)各学会の取組み等を紹介する防災関連の学術総合ポータルサイトの運営 

防災学術連携体ウェブサイトについては、防災関連の学術総合ポータルサイトとして

利用されることを目的として、ホームページには参加学協会からのお知らせ、行事案内

を集約、随時更新した。また、ホームページ上の各サイト「概要と参加学協会」、「近年

の自然災害に関する情報」、「シンポジウム・速報会等」、「Web 研究会」、「講演動画

（YouTube）」、「防災科学の基礎講座（YouTube）」、「声明・報告等」、「Activities 

Introduction」、「各学協会の防災関連委員会紹介」、「常時の交流・連携と災害時の緊急

連絡網」、「学協会出版物・メディア掲載情報」、「国内外のお知らせ」、「国際協力・学協

会連携」 、「防災推進国民会議、日本学術会議（防災関連） 」、「賛助会員」、「Link」、

「防災連携委員のページ」においても、随時更新した。 

 

(３)学協会等の連絡網の構築及び緊急事態における必要な活動 

常時は、学協会間の連絡を緊密にするとともに、交流を促進するための手段として、災

害などの緊急時には緊急連絡網として機能させることを目的として、防災連携委員、各学

協会の事務局の名簿の更新を継続した。 

またホームページに「令和 7 年（2025 年）台風・大雨に関する情報」の特設ページを設

け、大雨、台風、突風等に関する災害情報と政府からの発信情報の一般への展開・情報共

有を図った。また、「令和 7 年（2025 年）12 月 8 日青森県東方沖の地震／北海道・三陸沖

後発地震注意情報」、「令和 8 年（2026 年）4月 20 日三陸沖の地震／北海道・三陸沖後発

地震注意情報」、「令和 8 年（2026年）4 月 22日岩手県大槌町の林野火災について」の特

設ページを設け、学協会や政府等関連機関からの発信情報の一般への展開・情報共有を図

った。さらに、「令和 8 年（2026 年）台風・大雨に関する情報」の特設ページも開設して、

情報共有サイトとしている。 
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(４)政府・自治体・関係機関等との交流の促進 

2025 年 8 月 19 日に、「第 7 回 防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」

を「能登半島地震・豪雨災害の教訓に基づく広域地域災害への備え」をテーマとして、オ

ンライン（Zoom）にて開催した。本連絡会は、防災に関する日本学術会議、府省庁との平

常時の連絡の場として開催しているもので、日本学術会議防災減災学術連携委員会、内閣

府防災担当をはじめ府省庁の防災関係者が出席し、防災学術連携体会員の学協会・学識会

員と情報・意見交換を行った。また 2026 年 7月 22 日に、「第 8 回 防災に関する日本学

術会議・学協会・府省庁の連絡会」を「防災庁の設立と事前防災の推進」をテーマとして

開催すべく、準備を進めた。 

内閣府防災担当が事務局を務める防災推進国民会議に委員として参画するとともに、防

災推進国民大会 2025 のセッションとして、シンポジウム「複合災害に立ち向かう防災の

知恵 －新潟と能登の経験から－」を開催した（（１）の 1）で詳述）。さらに 2026 年度の

防災推進国民大会への出展準備も進めた。 

 

(５)学協会等の交流の推進及び総合的な視点をもった防災研究の推進 

1）Web 研究会の開催 

 会員学協会等の連携を深めることを目的に、各学協会等から順に関心テーマを決めてい

ただき、防災連携委員・学識会員等を対象に、話題提供と質疑と討論を行う Web 研究会を

定期的に開催している。今期は以下を開催するとともに、引き続きの開催を計画している。 

 

第 30 回 Web研究会「岩手県大船渡市の大規模林野火災から一年 

-見えてきた課題と今後の展望」 

2026 年 3 月 26 日 日本森林学会担当 

Zoom ウェビナーで開催。研究会の Panelistとして 17 名が参加、ウェビナー視聴は 502 名 

 

2) 会員学協会間の連携活動の推進 

 会員学協会間における分野横断的連携活動として、以下の共同セッション等を開催した。 

・日本災害医学会：防災学術連携体特別セッション、2026 年 3 月 19日「災害を科学する

～地震研究の最先端～」 

・日本地球惑星科学連合：2026 年大会での防災学術連携体との連携セッション, 

・2026 年 5月 28 日 ユニオンセッション 

「U-15：Utilization of diverse disaster information :  

integration and deployment toward disaster mitigation」 

3) データベースの更新と活用 

防災学術連携体の各学会の防災関連委員会のデータベースの管理を継続した。 

 

(６)その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

1) 報道機関への対応 

シンポジウム開催時には、各種報道機関に開催について広報し、社会への発信につなげ
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た。また報道機関からの問い合わせ等には積極的に対応した。 

2) ニュースレターの発行 

防災学術連携体の活動を広く情報展開するために、ニュースレターを定期的に発行した。 

6



第1号議案　その1

（単位：円）

科目 2025年度

【資産の部】

　流動資産 1,300,539

     現金預金 1,300,539

　資産合計 1,300,539

【負債の部】

　負債合計

【正味財産の部】

　正味財産 1,300,539

     現金預金 1,300,539

正味財産合計 1,300,539

負債及び正味財産合計 1,300,539

一般社団法人　防災学術連携体　貸借対照表

2026年6月30日 現在 

資料1-2
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(単位：円)

当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

1.経常増減の部

(1)経常収益

会費収入 2,095,000 2,110,000 △ 15,000

賛助会員会費収入 0 0

寄付金収入 0 0

受取利息 4,247 1,541 2,706

雑収益 135,808 51,700 84,108

経常収益計 2,235,055 2,163,241 71,814

(2)経常費用

事業費 951,308 780,745 170,563

資料・ポスター編集費 350,000 350,000 0

印刷製本費 30,000 60,000 △ 30,000

リモート会議システム利用料 199,320 58,245 141,075

ポータルサイト運営費 210,613 142,500 68,113

会場設営費 111,375 100,000 11,375

通信費運搬費 50,000 70,000 △ 20,000

雑費 0 0 0

管理費 1,289,859 1,295,475 △ 5,616

人件費 770,000 770,000 0

租税公課 70,000 80,000 △ 10,000

旅費交通費 130,000 120,000 10,000

通信運搬費 48,607 54,883 △ 6,276

事務局管理費 270,000 270,000 0

雑費 1,252 592 660

経常費用計 2,241,167 2,076,220 164,947

当期経常増減額 △ 6,112 87,021 △ 93,133

 当期一般正味財産増減額 △ 6,112 87,021

 一般正味財産期首残高 1,306,651 1,219,630

 一般正味財産期末残高 1,300,539 1,306,651 △ 6,112

第1号議案　その2

一般社団法人　防災学術連携体　正味財産増減計算書

自2025年7月1日　至2026年6月30日

科目

資1-3
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1.収入の部

科目 決算額 予算額 差異 備考

会費収入 2,095,000 2,105,000 -10,000

賛助会員会費収入 0 0 0

寄付金収入 0 0 0

受取利息 4,247 0 4,247

雑収入 135,808 132,000 3,808

当期収入計  A 2,235,055 2,237,000 -1,945

前年度繰越金 1,306,651 1,306,651 0

収入合計 B 3,541,706 3,543,651 -1,945

2.支出の部

科目 決算額 予算額 差異 備考

事業費支出

 資料・ポスター編集費 350,000 350,000 0

 印刷製本費 30,000 60,000 -30,000

 リモート会議システム利用費 199,320 60,000 139,320 zoom webinar(年間契約)

 ポータルサイト運営費 210,613 228,000 -17,387

 会場設営費 111,375 130,000 -18,625

 通信運搬費 50,000 100,000 -50,000

 雑費 0 5,000 -5,000

管理費支出

 人件費 770,000 770,000 0

 租税公課 70,000 70,000 0 法人都民税均等割　

 旅費交通費 130,000 130,000 0

 通信運搬費 48,607 60,000 -11,393

 事務局管理費 270,000 270,000 0

 雑費 1,252 4,000 -2,748

当期支出合計 C 2,241,167 2,237,000 4,167

当期収支差額 A-C -6,112 0 -6,112

次期繰越収支差額 B-C 1,300,539 1,306,651 -6,112

一般社団法人　防災学術連携体　2025年度　収支計算書　

（自2025年7月1日 ～至2026年6月30日）
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資料1-4
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資料 2 

第 2号議案 

一般社団法人 防災学術連携体 

2026年度 事業計画（案） 

自  2026年 7月 1日 

至 2027年 6月 30日 

 

2026年度の事業計画について、（一社）防災学術連携体定款第 4条（事業）の各事項に沿

って、その内容を示す。 

 

(１)シンポジウムの開催等の防災に関する普及活動 

1） 第 21回防災学術連携シンポジウム 

防災推進国民大会 2026（主催：内閣府、防災推進協議会、防災推進国民会議）に参加し、

防災・減災に関連するシンポジウムを開催する（以下を予定し、ぼうさいこくたい事務局

に出展申込済み）。 

主催：日本学術会議 防災減災学術連携委員会・防災学術連携体（63学協会） 

日時：2026年 10月 17日（土）、あるいは 10月 18日（日） 

会場：Zoomウェビナーによるオンライン開催＋YouTube配信 

テーマ：「地域における災害対応力をどう高めるか」 

2） 防災学術連携体シンポジウムの開催 

令和６年能登半島地震と同年９月の奥能登豪雨による災害やその対応を対象に、これまでの

研究や考察をまとめて、今後の防災に向けて議論するシンポジウムを開催する。（以下を予定）。 

日時：2026年 12月前後の 13時～17時 

会場：Zoomウェビナーによるオンライン開催＋YouTube配信 

テーマ：「令和 6年能登半島地震・奥能登豪雨の災害を熟考する(仮)」 

3） 防災科学の基礎講座「地学を知り、災害に備える」シリーズの開催 

地学を通して、災害をもたらす自然現象を理解し、自然災害と防災について考えるため

の基礎講座を開催する。防災に関わる研究者や教育者、防災関連団体、自然災害に関心の

ある方への、防災リテラシー育成の一助となることを目指す。 

4） 防災に関わる科学に関する情報発信 

防災に関わる科学を広く一般に情報発信するために、実施したシンポジウムや Web研究

会等における講演動画の展開促進を継続する。さらに状況に応じ、機を見て防災に関する

市民向けメッセージを発信する。 

5） その他報告会等の企画・開催 

上記の活動に加え、当該年度内に他の大規模災害が発生した場合、別途緊急報告会等を

企画、実施する。 

 

(２)各学会の取組み等を紹介する防災関連の学術総合ポータルサイトの運営 

防災学術連携体ウェブサイトについては、防災関連の学術総合ポータルサイトとして利
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用されることを目的として、ホームページには参加学協会からのお知らせ、行事案内を集

約、随時更新する。また、ホームページ上の各サイト「概要と参加学協会」、「近年の自然

災害に関する情報」、「シンポジウム・速報会等」、「Web研究会」、「講演動画（YouTube）」、

「防災科学の基礎講座（YouTube）」、「声明・報告等」 、「Activities Introduction」、「各

学協会の防災関連委員会紹介」、「常時の交流・連携と災害時の緊急連絡網」、「学協会出版

物・メディア掲載情報」、「国内外のお知らせ」、「国際協力・学協会連携」 、「防災推進国

民会議、日本学術会議（防災関連） 」、「賛助会員」、「Link」、「防災連携委員のページ」

において、より一層内容の充実を図る。 

 

(３)学協会等の連絡網の構築及び緊急事態における必要な活動 

常時は、学協会間の連絡を緊密にするとともに、交流を促進するための手段として、災

害などの緊急時には緊急連絡網として機能させることを目的として、防災連携委員、各学

協会の事務局の名簿の更新を継続する。 

またホームページに、災害情報に関する特設ページを設けて、災害発生時等には情報を

収集して、会員間および一般に展開し情報の共有を図ることとする。 

 

(４)政府・自治体・関係機関等との交流の促進 

2026年 7月 22日に、「第 8回 防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡

会」を、日本学術会議講堂とオンラインのハイブリッド方式にて開催する。テーマは

「防災庁の設立と事前防災の推進」。本連絡会は、防災に関する日本学術会議、府省

庁との平常時の連絡の場として開催するもので、日本学術会議防災減災学術連携委員

会、内閣府防災担当をはじめ府省庁の防災関係者が出席し、防災学術連携体会員の学

協会・学識会員と情報・意見交換を行う。 

内閣府防災担当が事務局を務める防災推進国民会議に委員として参画するとともに、防

災推進国民大会 2026に積極的に参加する。 

 

(５)学協会等の交流の推進及び総合的な視点をもった防災研究の推進 

1) Web研究会の開催 

会員学協会等の連携を深めることを目的に、各学協会等から順に関心テーマを決めてい

ただき、防災連携委員・学識会員等を対象に、話題提供と質疑と討論を行う Web研究会を

定期的に開催する。 

2) 会員学協会間の連携活動の推進 

 会員学協会における他学協会との共同セッションの開催など、分野を越えた連携活動を

積極的に推進する。 

 

(６)国際交流の推進及び世界の防災への貢献 

防災学術連携体を構成する学協会、防災連携委員、学識会員などを通じて、海外の大災

害に関する情報の共有と交流を進める、防災学術連携体の活動成果を海外に発信するなど、

世界の防災への寄与を図る。 
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(７)その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

防災学術連携体の活動の社会への広報に資するために、各種報道機関からの取材申し込

みに対して積極的に対応する。またシンポジウムの開催時等には積極的に報道機関に情報

を提供する。メディア掲載情報は、防災学術連携体ウェブサイトにとりまとめ、掲載する。 

防災学術連携体の活動を広く情報展開するために、ニュースレターを発行する。また防

災学術連携体のパンフレットは、最新の情報を反映したものに更新する。 
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1.収入の部

科目 　今年度予算 ① 前年度予算額② 増減①-② 備考

会費収入 2,145,000 2,105,000 40,000 正会員2入会

賛助会員会費収入 0 0 0

寄付金収入 0 0 0

受取利息 0 0 0

雑収入 99,000 132,000 -33,000 ﾌﾞﾗｽﾄﾒｰﾙ分担費

当期収入合計　A 2,244,000 2,237,000 7,000

前期繰越収支差額 1,300,539 1,306,651 -6,112

収入合計　B 3,544,539 3,543,651 888

2.支出の部

科目 　今年度予算 ① 　前年度予算 ② 増減①-② 備考

事業支出

 資料・ポスター編集費 350,000 350,000 0

 印刷製本費 30,000 60,000 -30,000

リモート会議システム利用費 165,000 60,000 105,000 zoom webinar(年間契約)

 ポータルサイト運営費 210,000 228,000 -18,000 ﾌﾞﾗｽﾄﾒｰﾙ

 会場設営費 120,000 130,000 -10,000

 通信運搬費 50,000 100,000 -50,000

 雑費 5,000 5,000 0

管理費支出 0

 人件費 770,000 770,000 0

 租税公課 80,000 70,000 10,000
法人都民税均等割
役員変更登記

 旅費交通費 130,000 130,000 0

 通信運搬費 60,000 60,000 0

 事務局管理費 270,000 270,000 0

 雑費 4,000 4,000 0

当期支出合計　C 2,244,000 2,237,000 7,000

当期収支差額　A-C 0 0 0

次期繰越収支差額　B-C 1,300,539 1,306,651 -6,112

第3号議案

一般社団法人　防災学術連携体　2026年度　収支予算　（案）

（自2026年7月1日 ～至2027年6月30日）

資料3
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 資料 4 

第 4号議案 

2026年度～2027年度 

（一社）防災学術連携体 理事選任候補者・監事選任候補者 

 

  理事選任候補者 

   田村 和夫 

   米田 雅子 

   和田 章 

 

  監事選任候補者 

   加藤 俊行 
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（一社）防災学術連携体 

2026～2027年度  

幹事および担当学協会（予定） 

資料 5 

2026～2027 年度 幹事  計 21 名   

新任 代表幹事：   小澤一雅 （土木学会） 

代表幹事：    米田雅子 （学識会員） 

新任 副代表幹事：  小野田泰明 （日本建築学会） 

副代表幹事：  目黒公郎 （学識会員） 

幹事：      池内幸司 （学識会員） 

幹事：      大友康裕 （日本災害医学会） 

新任 幹事：      小野寺篤 （日本建築学会） 

幹事：      小荒井衛 （日本第四紀学会） 

新任 幹事：      小高猛司 （地盤工学会） 

幹事：      酒井明子 （日本災害看護学会） 

幹事：      高橋幸弘 （学識会員） 

幹事：      立花義裕 （日本気象学会） 

幹事：      田村和夫 （学識会員） （事務局長） 

幹事：      中村 尚 （学識会員） 

幹事：      永野正行 （学識会員）（運営幹事） 

幹事：      橋田俊彦 （学識会員） 

幹事：      平田 直 （学識会員） 

新任 幹事：      藤岡達也 （日本地学教育学会） 

幹事：      三輪準二 （土木学会） 

幹事：      山本佳世子 （日本計画行政学会）（運営幹事） 

幹事：       和田 章 （学識会員）（代表理事） 

 

 

2026～2027 年度 主担当学協会・副担当学協会  

  主担当学協会：  土木学会 

  副担当学協会：  日本建築学会 
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 資料 6 

 

（一社）防災学術連携体 新規入会者 

 

  2026年 6月入会 学識会員 

   池内 幸司 

 

  2026年 7月入会 正会員 

   東京地学協会 

 

  2026年 7月入会 正会員 

   日本雪氷学会 
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日本学術会議　防災減災学術連携委員会（防災学術連携体との連携開催）  
第8回「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」

防災庁の設立と事前防災の推進
日　時　2026年7月22日（水）13:00～16:00
場　所　日本学術会議　講堂 ＋ ZOOMミーティング併用
出席者　日本学術会議　防災減災学術連携委員会委員

一社）防災学術連携体63学協会（防災連携委員、学識会員、学会事務局）
内閣府防災担当、防災に関わる府省庁と関係機関の担当者

問合せ先：一般社団法人　防災学術連携体　　〒113-0023　東京都文京区向丘1-5-4　ワイヒルズ2階
電話：03-3830-0188    ファックス：03-5876-8463　mail： office@janet-dr.com

防災学術連携体 正会員 
安全工学会    
横断型基幹科学技術研究団体連合   
環境システム計測制御学会    
空気調和・衛生工学会    
計測自動制御学会    
こども環境学会    
砂防学会    
水文·水資源学会    
石油学会   
ダム工学会   
地盤工学会    
地域安全学会    
地理情報システム学会    
土木学会    
日本安全教育学会    
日本応用地質学会    
日本海洋学会    
日本火災学会    
日本火山学会    
日本風工学会    
日本活断層学会    
日本看護系学会協議会    
日本機械学会    
日本危機管理防災学会    
日本気象学会    
日本救急医学会   
日本計画行政学会    
日本建築学会    
日本原子力学会    
日本航空宇宙学会    
日本公衆衛生学会    
日本古生物学会    
日本コンクリート工学会    
日本災害医学会    
日本災害看護学会    
日本災害情報学会    
日本災害復興学会    
日本自然災害学会    
日本社会学会    
日本森林学会    
日本地震学会    
日本地震工学会    
日本地すべり学会    
日本造園学会    
日本第四紀学会    
日本地域経済学会
日本地学教育学会    
日本地球惑星科学連合 
日本地形学連合    
日本地質学会    
日本地図学会    
日本地理学会    
日本都市計画学会    
日本水環境学会    
日本リモートセンシング学会    
日本緑化工学会    
日本ロボット学会    
農業農村工学会    
農村計画学会    
廃棄物資源循環学会

防災学術連携体  特別会員
東京建築士会
日本建築構造技術者協会
日本免震構造協会

　　  司会　　　　防災減災学術連携委員会　永野 正行、 山本佳世子
　　　
13:00　開会挨拶　　日本学術会議副会長　 三枝 信子

  趣旨説明　　防災減災学術連携委員会副委員長 目黒公郎
  来賓挨拶　　内閣府　防災監（防災庁設置準備室室長代理）　  長橋 和久

　　　
13:15　「防災庁設置へ　～皆で共に創る防災立国～」　

内閣官房　防災庁設置準備室　参事官 御手洗哲郎
　　　
13:45　事前防災に関する府省庁の取り組み（各 15分）　
　　　・「TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）の活動と派遣計画について」

国土交通省　水管理・国土保全局防災課災害対策室　室長 竹村雅樹（予定）
　　　・「災害時の福祉支援体制整備に関連する最近の取組について」

厚生労働省　社会・援護局福祉基盤課　課長補佐 河野健資（予定）
　　　
14:15 日本学術会議：事前防災に関する取組みの発表（各15分）
　　　・「継続使用を可能とする建物とインフラの仕様について」

 　　　　防災減災学術連携委員会委員長、東京科学大学名誉教授 竹内　徹
　　　・「メガシティの防災力強化に向けた科学技術イノベーション」

IRDR 分科会幹事、東京大学教授 大原美保
　　　
14:45　防災学術連携体：事前防災の取組みと防災庁への期待　　 （各 15 分）
　　　・「事前復興計画：回復力のあるコミュニティをつくる」　

日本都市計画学会、東京都立大学教授 市古太郎
　　・「東北・能登の復興から防災庁と事前防災を考える」（仮）

日本建築学会会長、東北大学教授 小野田泰明
　　　・「防災庁が取り組むべきこと -医療の観点からの提言 -」

日本災害医学会、国立病院機構災害医療センター名誉院長 大友康裕
　　　
15:30　全体意見交換　「防災庁の設立と事前防災の推進」

コーディネータ　防災学術連携体代表幹事、宇都宮大学理事 米田 雅子　
　　　
15:55　閉会挨拶　　防災学術連携体、土木学会会長 小澤一雅
　　　
16:00　終了　集合写真撮影（会場＋スクリーンショット）
　　　　　終了後に、講堂横の飲食コーナーで、名刺交換会を実施

　政府は「南海トラフ地震や首都直下地震など国難級の災害の発生が切迫する中、人命・人権最優先の「防
災立国」の実現をすべく、平時から復旧・復興までの一貫した司令塔機能を担う防災庁」を 11 月に設
置する予定である。防災庁では「徹底的な事前防災の推進」を重要テーマに掲げている。
　本連絡会では、内閣府から「防災庁の概要と方針」、省庁から「事前防災対策総合推進事業」を紹介する。
日本学術会議と防災学術連携体からは、防災庁への期待と事前防災に関する取組みを発表する。行政と
学術が一堂に介し、多様な視点から「防災庁と事前防災」について総合的に議論したい。

プログラム

資料8
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資料 9 

2026.6.1 

ぼうさいこくたい２０２６の企画 

 

●ぼうさいこくたい２０２６in 鳥取 開催日：2026 年 10 月 17 日（土）、18 日（日） 

場  所：鳥取県倉吉市 

・テーマ：「共に考え・備え・守る ～「支え愛」で守る命と暮らし～」 

・開催趣旨 

 ・鳥取県西部地震、鳥取県中部地震及び 2026 年 1 月の地震等の様々な災害での鳥取

県の経験や教訓と、全国から集まっていただく方々の知恵や知識を織り交ぜ、鳥

取の地から発信 

  ・オールジャパンで防災や減災について考える機会 

  ・「ぼうさいこくたい」を通じて、人と人との結びつきや多様な主体の連携・協働が

より強固なものとなり、我が国全体の防災力の向上につなげる 

・鳥取県における災害等 

  ・2000 年鳥取県西部地震、2016 年鳥取県中部地震、2026 年 1 月 6 日島根県中部震源

震度 5 強の地震発生 

 

●防災学術連携体のセッション企画担当：土木学会 

＜主 催＞日本学術会議 防災減災学術連携委員会 （一社）防災学術連携体 

 ＜セッション応募＞「オンライン開催＋アーカイブ配信」に応募済み 

＜テーマ＞「地域における災害対応力をどう高めるか」 

  （内容） 

・鳥取県西部地震、鳥取県中部地震、西日本豪雨など中国地方等における各種災害

の経験を踏まえ、災害時の応急対応における課題や重要な視点、防災体制や対策

について、最新の知見や情報を、関連する学術分野の専門家や行政と連携して発

信します。そして地域における災害対応力を高めていくことにつなげることを目

的とします。 

 （登壇者（予定））（敬称略、皆様の内諾を得ております） 

①  災害対応全般：池内幸司（ （一））川情情報センター理事長、東京大学名誉教授） 

②  災害関連死関係：酒井明子（日本災害看護学会、福井大学） 

③  ライフライン関係：鍬田泰子（神戸大学教授） 

④  まちづくり関係：久田嘉章（工学院大学教授）           

⑤  中国地方における防災体制等：国土交通省中国地方整備局防災担当者 
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 資料 10

６ 

20260714 

防災学術連携体＿2026 年度シンポジウム企画 

「令和 6年能登半島地震・奥能登豪雨の災害と対応を熟考する」 

趣 旨 

令和６年能登半島地震と同年９月の奥能登豪雨による災害から、およそ 2年半が経過し

ました。道路や鉄道、上下水道など、基本的なインフラの多くでは復旧工事が進みつつあ

りますが、復興に向けての対策はこれから長い時間がかかると言われています。 

能登半島には、半島という地理的不利条件に加え、過疎化や高齢化の問題があります。

能登半島の災害復興を考えることは、日本の地方の防災を考えることにつながります。 

防災に関わる学協会の多くは、能登半島の災害調査や研究を進め、その結果を速報会や

シンポジウムで発表してきました。ただ、能登半島の災害が提示した諸課題は重く、その

対策の検討には熟考が必要です 

そこで、防災学術連携体としては、災害からおよそ 3年後の 2026 年 12 月に、これまで

の研究や考察を総括するためのシンポジウムを開催することにしました。学協会の皆様に

おかれましては、これまでの研究と考察をまとめて発表する機会としていただければ幸い

です。 

多面的な視点から、この災害と対応を熟考することで、今後の日本全体の防災を考える

機会にしたいと思います。 

 

＜シンポジウムの開催概要＞ 

■開催時期・時間：2026 年 12 月上・中旬の 13 時～17 時 

■開催方式：オンライン方式 

■プログラム案： 

1． 趣旨説明（5分） 

2． 挨拶 （5分） 

3． 各学協会からの発表（公募） 

⇒ 各 15～20 分×9～12 学会程度（180 分） 

・・・応募数により時間調整する 

以下、セッションテーマは仮案であり、応募内容によって変更する。 

セッション１：地震・豪雨による被害の低減に関する取り組みと課題 

セッション２：避難・救援・支援活動に関する取り組みと課題 

セッション３：復旧・復興に関する取り組みと課題 

セッション４：過疎地・高齢化が進む地方での防災に関する取り組みと課題 

 

4． パネルディスカッション（40 分）  ・・・上記公募の応募数により時間調整する 

 パネリスト：学識会員を含む 6名程度 

5． まとめ（5分） 

6． 挨拶（5分） 
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 資料 11 

                                

防災科学の基礎講座「地学を知り、災害に備える」シリーズ 企画案 

 

主催    一社）防災学術連携体 

日時    2026年度に、第 1回、第 2回、第 3回・・・を開催 各 2時間めど  

開催    ZOOM webinar(500名) オンライン開催 

実行委員会 小荒井 衛、橋田俊彦、平田 直、藤岡達也、米田雅子 

 

テーマ「地学を通して自然現象を理解し、自然災害と防災を考える」 

 

趣旨案 

日本列島は、プレート境界かつアジアモンスーンの影響下にあり、多くの地震・火

山災害や気象災害に見舞われている。日本列島に暮らす私たちにとって、自然への親

しみとともに、地震・津波、火山噴火、台風・豪雨などの自然現象とそれらがもたら

す災害を学ぶことが重要である。 

この基礎講座では、地学を通して、災害をもたらす自然現象を理解し、自然災害と

防災について考える。防災に関わる研究者や教育者、防災関連団体、自然災害に関心

のある方にとって、防災リテラシー育成の一助となりたい。 

 

対象者 

 →防災に関わる研究者、学校で理科や安全教育にかかわる教員、大学で教員養成に関

わる方、防災士、防災関連の行政や民間組織、自然災害に関心のある方等 

 

プログラムの構成・時間 

 →2026年度内に３回以上実施。平日の 16時頃から 18時頃を想定。 

→例えば、Web研究会のように、Webinar(500)で広く視聴してもらい、限られたパネ

ラーによる質疑で理解を深めるような進め方もある。 

 →講義形式（防災科学の基礎講座のシリーズ企画）とする。 

→１コマ 20～45分×（２～４コマ）で、質疑応答を含め全体で２時間程度 

 →各回の構成・内容については、コアとなる世話人が関係する先生（学協会）、学識 

会員の協力を得て、世話人を含む講演者と内容案を作成する。 

 →今後は、４回目以降についても検討し、シリーズ企画を拡張していく。 

 

防災学術連携体としての独自性（他団体の防災教育プログラムとの差別化） 

→防災科学のリテラシーを育成する。自然現象を理解するため、地学を学び、基本的

な概念や原理・法則の理解を深める。これらを通じて、災害に備え、防災を考える

ことは、学協会のネットワークである防災学術連携体ならではの取り組みといえる。 
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実行委員会の役割分担               担当者 

 ①「地震を知り、災害に備える」(仮)       平田 直 

 ②「地形・地質を知り、災害に備える」(仮)    小荒井 衛・藤岡達也 

 ③「気象を知り、災害に備える」(仮)       橋田俊彦 

     運営担当                米田雅子 

 ＊今後は、委員を追加するなどして、テーマを広げるよう努める。 

例えば、「火山」「海洋」「地球温暖化と気候変動」など。 

 

令和 8年度 開催計画 

①「地震を知り、災害に備える」(仮) ZOOM Webinar(500) 

   2026年 11月 17日（火）16:00-18:00 

   内容：自然災害の概要、地震発生の仕組み、震災発生の仕組みと被害の軽減策 

   講師：平田 直 

   質疑応答：小荒井 衛、橋田俊彦、藤岡達也・・・司会：米田雅子 

 

②「地形・地質を知り、災害に備える」(仮)  ZOOM Webinar(500) 

   2026年 12月 17日（木）16:00-18:00 

   ・日本列島の地形・地質    講師 藤岡達也 

   ・平野の地形と水害・地盤災害 講師 小荒井 衛 

   ・山地の地形・地質と土砂災害 講師 西山賢一（徳島大学） 

   質疑応答：橋田俊彦、平田 直・・・     司会：米田雅子 

 

③「気象を知り、災害に備える」(仮)  ZOOM Webinar(500) 

   2027年 1月 19日（火）16:00-18:00 

・地球の大気と循環        講師 中村 尚 

   ・台風・豪雨等の激しい気象と災害 講師 中村尚＋橋田俊彦 

   質疑応答：小荒井 衛、平田 直、藤岡達也  司会：米田雅子 
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 資料 12 

防災学術連携体 Web 研究会について 

（記録） 

注：年度記述は一般的な年度（4 月～3 月）としている 

 

令和 2 年度 

・第 1 回 Web 研究会 日本気象学会 

日 時：2020 年 6 月 23 日（火）・24 日（水）16:30～17:45 

テーマ：「近年の異常気象と地球温暖化、今年の夏の備えも含めて」 

・第 2 回 Web 研究会 日本災害医学会 

日 時：2020 年 7 月 15 日（水）10:40～11:10 

テーマ：「コロナ感染症対策と日本災害医学会の活動」 

・第 3 回 Web 研究会 日本災害看護学会 

日 時：2020 年 10 月 21 日（水）16:30～17:45 

テーマ：「COVID-19 災害と共生への道」 

・第 4 回 Web 研究会 防災学術連携体 

日 時：2020 年 11 月 25 日（水）16:30～18:00 

テーマ：「開発途上国と共に築く最先端の極端気象観測システム」 

・第 5 回 Web 研究会 日本都市計画学会 

日 時：2021 年 2 月 17 日（水）16:00～18:00 

テーマ：「COVID-19 に対する都市封鎖と外出行動抑制をめぐって」 

・第 6 回 Web 研究会 日本ロボット学会、国際レスキューシステム研究機構 

日 時：2021 年 3 月 30 日（火）16:00～18:20 

テーマ：「災害対応ロボットの現状と展望」 

 

令和 3 年度 

・第 7 回 Web 研究会 安全工学会、大阪ベイエリア NATECH 防災研究イニシアティブ 

日 時：2021 年 5 月 27 日（木）16:30～18:30 

テーマ:「NATECH：Natural Hazard Triggering Technological Disasters」 

・第 8 回 Web 研究会 地理情報システム学会 

日 時：2021 年 7 月 7 日（水）16:00～18:00 

テーマ：「防災・減災支援における地理情報システムの可能性」 

・第 9 回 Web 研究会 日本水環境学会 

日 時：2021 年 9 月 28 日（火）16:00～18:00 

テーマ：「下水疫学による COVID-19 災害下の感染流行状況把握」 

・第 10 回 Web 研究会 日本気象学会・防災学術連携体 

日 時：2021 年 9 月 30 日（木）16:00～18:00 
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テーマ：「令和 3 年 8 月の記録的な大雨の状況と要因」 

・第 11 回 Web 研究会 廃棄物資源循環学会 

日 時: 2021 年 12 月 6 日（月）16:00～17:30 

テーマ:「災害廃棄物の‟量”をまず知る・減らす ～廃棄物資源循環学会の取り組み～」 

・第 12 回 Web 研究会 水文・水資源学会 

日 時：2022 年 3 月 28 日（月）16:30～18:00  

テーマ：「防災に資する水循環観測・予測のフロンティア」  

 

令和 4 年度 

・第 13 回 Web 研究会 特別版 

日 時：2022 年 4 月 15 日（金）16:30～18:15 

テーマ：「2022 年 1 月 15 日発生したトンガ海底火山噴火とそれに伴う津波について」 

・第 14 回 Web 研究会 リモートセンシング学会 

日 時：2022 年 6 月 30 日（木）16:00～17:30 

テーマ：「環境と災害を観測するための先端的衛星モニタリング技術」 

・第 15 回 Web 研究会 特別版 

日 時：2022 年 7 月 6 日（水）16:30～18:00 

テーマ：「気候変動下での水害対策について」 

・第 16 回 Web 研究会 日本造園学会 

日 時：2022 年 7 月 22 日（金）16:00～17:30 

テーマ：「時空間スケールから考える復興・防災〜造園学からのアプローチ」 

・第 17 回 Web 研究会 特別版 

日 時：2022 年 9 月 29 日（木）16:00～17:30 

テーマ：「富と効率の追求、そして起こる大災害」 

・第 18 回 Web 研究会 日本都市計画学会 

日 時：2023 年 2 月 16 日（水）15:30～17:45 

形 式：日本都市計画学会会議室から ZOOM webinar によるオンライン配信 

テーマ：「気候変動の時代における都市計画の役割～増大する水害リスクへの対処」 

 

令和 5 年 

・第 19 回 Web 研究会 特別版 

日 時：2023 年 9 月 11 日（月）18:30～19:30 

テーマ：「2023 夏の異常気象の分析について」  

・第 20 回 Web 研究会 日本活断層学会 

日 時：2023 年 9 月 29 日（金）16:00～18:00 

テーマ：「災害軽減に向けた活断層研究の動向」 
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・第 21 回 Web 研究会 日本地すべり学会 

日 時：2023 年 11 月 21 日（火）16:30～18:00 

テーマ：「地すべりの分布の実態とその把握、災害の実例と緊急対応~日本地すべり学会

の取り組み」 

・第 22 回 Web 研究会 日本公衆衛生学会 

日 時：2024 年 1 月 12 日（金）16:00～17:30 

テーマ：「災害対応の公衆衛生－その実践と課題－」 

・第 23 回 Web 研究会 日本コンクリート工学会 

日 時：2024 年 2 月 14 日（水）16:00～17:45 

テーマ：「地震によるコンクリート構造物への影響」 

 

令和 6 年度 

・第 24 回 Web 研究会 日本火災学会 

日時：2024 年 6 月 19 日（水）16:00～18:00  

テーマ：「長期の温室効果ガス大幅排出削減に向けた技術イノベーションとしての防火技術

による外部不経済削減」  

・第 25 回 Web 研究会 日本航空宇宙学会 

日 時：2024 年 7 月 9 日（火）16:00～18:00 

テーマ：「航空宇宙技術による防災・減災への貢献～能登半島地震における対応と今後の展望」 

・第 26 回 Web 研究会 こども環境学会 

日時：2024 年 10 月 13 日（日）14:00～17:00 

テーマ：「震災から復興へーこどもの声を軸に－」 

・第 27 回 Web 研究会 日本古生物学会 

日時：2025 年 3 月 10 日（月）16:00～17:30 

テーマ：「古生物学が貢献する防災・環境変動予測」 

 

令和 7 年度 

・第 28 回 Web 研究会 農村計画学会 

日時：2025 年 4 月 25 日（金）16:00～18:00 

テーマ：「能登半島地震・豪雨からの農山漁村の復興」 

・第 29 回 Web 研究会 日本応用地質学会 

日時：2025 年 5 月 20 日（火）15:00～17:30 

テーマ：「頻発化・激化そして複合化する土砂災害に備えて」 

・第 30 回 Web 研究会 日本森林学会 

日時：2026 年 3 月 26 日（水）16:00～18:00 

テーマ：「岩手県大船渡市の大規模林野火災から一年 －見えてきた課題と今後の展望－」 
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令和 8 年度 

・第 31 回 Web 研究会 日本火山学会 

日時：2026 年 7 月 9 日（木）16:00～18:00 

テーマ：「国内における火山防災の取り組み」 

 

＜以下は予定＞ 

Zoom Webinar(500 名) にてオンライン開催  詳細はホームページに記載されています 

・第 31 回 Web 研究会 日本災害復興学会 

日時：2026 年 8 月 5 日（木）16:00～18:00 

テーマ：「災害復興の現在・記憶・記録」 
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資料 13 

防災連携員の名簿管理と更新（お願い） 

正会員の 62学協会からそれぞれ２名の防災連携委員、特別会員の３学協会からそれぞ

れ１名の防災連携委員が選出されていますが、学協会では委員が更新されることがあ

ります。 

防災学術連携体の事務局は、学協会からの防災連携委員の更新の連絡を受け付けてい

ます。 

担当：小野口弘美（ info@janet-dr.com ） 

いただいた情報を整理して、月末にホームページ上の名簿の更新を行なっています。 

名簿は、ホームページの「防災連携委員のページ」をクリックして頂き、パスワード

「janet」を入れてると開くことができます。 
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                              資料 14 

令和８年熊本地震（2026 年 7 月 28 日発生）に関する情報交換会 

 

昨⽇の熊本地⽅での地震発⽣を受け、総会の意⾒交換会を、令和８年熊本地震に
関する情報交換会に変更します。防災学術連携体は HP に特設ページ開設。 
 
地震の概要（気象庁 報道発表資料より） 

検知時刻：07月 28 日 16 時 27 分頃 

発生時刻：07月 28 日 16 時 27 分頃 

マグニチュード：7.1（暫定値） 

最大震度：7 

発生場所：熊本県熊本地方 

深さ：16km（暫定値；速報値 深さ約 10km から更新） 

発震機構：東北東―西南西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型（速報） 

長周期地震動の観測状況：熊本県熊本で長周期地震動階級 4を観測 

繰り返しの地震を観測、有明・八代海に津波注意報（7/28、18：00 解除） 

 

 

「令和８年熊本地震」の地震活動
（発生場所の詳細）

震央分布図
（2026年7月28日16時～19時00分、

深さ０～20km、M2.0以上）

震源は2026年７月28日16時27分（M7.1）の地震を除き未精査
丸の大きさはマグニチュードの大きさを表す。

左図の四角形領域内の地震活動経過図

震央分布図中の青、緑、茶色の線は、地震調査研究推進本部の長
期評価による活断層を示す。

気象庁作成

今回の地震
（最大震度７）

日奈久断層帯

布田川断層帯

左図の四角形領域内の時空間分布図（A-B投影）

A

B

横軸は時間、縦軸はマグニチュードを表す

A

B

hnaka
タイプライターテキスト
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